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一般社団法人日本ドローンコンソーシアム 

令和５年度（2023 年度） 

通 常 総 会 

 

 

日時：令和 5年 6月 8日（木）14:00～15:00 

場所：学士会館 

   〒101-8459 東京都千代田区神田錦町 3丁目 28 

 （オンライン併用で開催） 

通常総会議案： 

   第 1 号議案 令和 4年度事業報告 

   第 2 号議案 令和 4年度決算報告 

   第 3 号議案 令和 5年度事業計画 

   第 4 号議案 令和 5年度予算計画 

   第 5 号議案 令和 5年度役員候補 
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第 1号議案 令和４年度活動報告 

1 会員数 

 令和４年度末※1 令和３年度末 

法人会員 218 217 

公共会員 2 1 

協力会員 48 46 

招聘会員 9 7 

団体会員 0 0 

提携団体会員 6 4 

合計 283 275 

  ※1：2023/3/31 時点 

 

2 役員と役員の担当 

代表理事 野波 健蔵 一般財団法人先端ロボティクス財団 （国際連携委員会） 

副代表理事 石田 敦則 三信建材工業株式会社 
（産業促進委員会・表彰委員会・ 

中部地域部会） 

副代表理事 金井 利郎 金井度量衡株式会社 
（スクール事業部・表彰委員会・ 

新潟地域部会） 

副代表理事 笠  博義 株式会社安藤・間 （総務委員会） 

理事 伊東 明彦 一般社団法人もりや循環型農食健協議会 （事務局長・総務委員会） 

理事 岩田 拡也 国立研究開発法人産業技術総合研究所 （制度設計委員会） 

理事     公文 誠   国立大学法人熊本大学大学院  

理事 酒井 直樹 国立研究開発法人防災科学技術総合研究所 （産業促進委員会・防災系部会） 

理事 下村 博之 株式会社パスコ 
（産業促進委員会・調査測量系部

会） 

理事 鈴木 智 国立大学法人千葉大学 （安全推進委員会） 

理事 須田 信也 株式会社 WorldLink&Company （事業企画委員会） 

理事 田上 敏也 株式会社四門 （総務委員会） 

理事 武田 圭史 慶応義塾大学 （制度設計委員会） 

理事 戸澤 洋二 一般社団法人日本ドローン無線協会 （技能検定委員会） 

理事 冨井 隆春 株式会社 amuse oneself （産業促進委員会） 

理事 八角 浩史 行政書士八角浩史事務所 （技能検定委員会） 

理事 三浦 浩 
株式会社ディックソリューション 

エンジニアリング 
（スクール事業部) 

理事 三輪 昌史 国立大学法人徳島大学大学院  

理事 山下 敏明 日本電気株式会社 （国際連携委員会） 

理事 劉  浩 国立大学法人千葉大学 （国際連携委員会） 

監事 木下 研作 株式会社サイバー創研  
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3 事業内容 

3.1 通常総会 

日 時：2022年 5月 31日 15：00－16：00 

会 場：学士会館（オンライン併用開催） 

概 要：令和 3年度事業・決算報告、および令和 4年度の事業計画・予算・役員が承認された。 

 

3.2 理事会 

計 7回開催し、総会で決議した事項の執行と総会の準備を実施した。 

理事会名 実施日 場所 理事参加人数 主な議題 

令和 4年度 

第 1回目 

2022年 5月 31日 学士会館 

(ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ) 

15名 

委任状 3名 

・代表理事・副代表理事の選定 
・会長の選任 
・事務局長の委嘱 

令和 4年度  

臨時理事会 

2022年 6月 6日 JDC事務局 

(ｵﾝﾗｲﾝ) 

12名  

委任状 8名 

・次世代空モビリティの社会実装に向けた実
現,プロジェクト 

令和 4年度 

第 2回目 

2022年 7月 6日 JDC事務局 

(ｵﾝﾗｲﾝ) 

18名 

委任状 2名 

・総会議事録 
・令和 3年度第 1回理事会議事録 
・入会審議・会員種別の変更 
・NEDO事業部 
・会計事務所変更・ホームページ更新 
・JDCフォーラムにおける表彰セッション 
・ドローンサービス品質標準に関する JIS 原
案作成委員会 

令和 4年度 

第 3回目 

2022年 8月 26日 JDC事務局 

(ｵﾝﾗｲﾝ) 

15名 

委任状 5名 

・第 2回理事会議事録 
・入会審議 
・NEDO申請結果 
・国際ドローン展/JDCフォーラム 
・第一回ドローンサミット/国際フロンティア 
 2022 
・ぼうさい国体 2022 

令和 4年度 

第 4回目 

2022 年 12 月 20

日 

JDC事務局 

(ｵﾝﾗｲﾝ) 

16名 

委任状 3名 

・第 3回理事会議事録 
・入会審議 
・第 9回国際ドローン展タスクフォース 
・インボイス制度 
・第 2回日本ドローンコンソーシアム表彰候 
補者推薦 

令和 4年度 

第 5回目 

2023年 3月 30日 JDC事務局 

(ｵﾝﾗｲﾝ) 

12名 

委任状 7名 

・第4回理事会議事録 
・入会審議 
・来期の役員体制 
・UAS Autonomy powered by AI technology の 
AG について 

・収支の現況と今後の対応 
・第 2回日本ドローンコンソーシアム表彰候 
補者選定 

令和 4年度 

第 6回目 

2023年 5月 19日 JDC東京事

務所 

(ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ) 

13名 

委任状 6名 

・第 5回理事会議事録 
・監査結果 
・総会資料 
・国土交通省への提言 
・SIPプロジェクトへの協力 
・F-REI世界ロボット・ドローン動向調査 
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上記のとおり、令和 4 年度は、第 8 回国際ドローン展・JDC フォーラムを共催し、その会場において第

一回 JDC 表彰を行った。さらに、第 9 回国際ドローン展をより活性化させるために、タスクフォース会議

を組織して活動を実施した。また、各委員会活動においては、コロナ禍における様々な制限を考慮したう

えで、令和 4 年度の計画を立案して活動した。国が進める機体認証制度やライセンス制度に対して、様々

な機会を通じて継続して積極的な提言を行った。 

 

3.3 委員会 

（1） 総務委員会（委員長：株式会社安藤・間 笠博義） 

 運営全般：総務委員会・事務局連絡会議・会計会議を合計 12回開催し、JDCの定常的な運営を理

事会・事務局と連携して行った。 

 財務：会費の納入状況、収入・支出・収支差額について、定期的に把握し、令和 4年度決算報告

書の作成と令和 5 年度予算（案）の作成を行った。また、新しい会計事務所との契約を結び、イ

ンボイス制度への対応を実施した。 

 広報：新しい HPを完成させ、運用を開始した。国際ドローン展を共催すると同時に、JDC組織の

改編に合わせてパンフレットの改定を行った。第一回ドローンサミットやドローンサッカーイベ

ント等に参加し、News＆Topicsを発信した。 

 事務局と協力し、JDC10周年記念イベントを企画・運営した。 

 国土交通省の「行政ニーズに対応したドローンの性能について」検討会に参加し、意見表明を行

った。 

 

（2） 事業企画委員会（委員長：株式会社 WorldLink&Company 須田信也） 

 JDC フォーラム（特別講演会）のプログラム作成について、一部を事業企画委員会として企画した。 

 

（3） 制度設計委員会（委員長：慶應義塾大学 武田圭史） 

 航空法施行規則（省令）改正およびその運用に関して政府 WG等に業界団体の立場として参加し意

見表明等を実施した。 

 機体の安全性確保 WG 全 1回（野波会長、武田委員長、鈴木（智）委員）に参加した。 

 操縦者・運航管理者の技能確保 WG 全 2回（野波会長、武田委員長、八角委員）に参加した。 

 運航管理 WG 全 2回（武田委員長、八角委員）に参加した。 

 3WG合同会合 全 1回（野波会長、武田委員長、鈴木（智）委員、八角委員）に参加した。 

 無人航空機に関する ISO国際標準化について国内調整を行う国内委員会に、業界団体の立場として

参加して、情報収集および意見表明を行った。 

 

（4） 技能検定委員会（委員長：行政書士八角浩史事務所 八角浩史） 

 毎月定例会を実施した（12回；スクール事業部と共同開催）。 

 無人航空機管理団体として年間を通じて民間技能認定を推進した。 

 スクール事業部と連携し、認定スクール向け指導者検定会を 1回実施した。 

 

 



（一社）日本ドローンコンソーシアム 令和５年度通常総会 

 

5 

（5） 安全推進委員会（委員長：国立大学法人千葉大学 鈴木 智） 

 安全推進委員会の今後の活動方針を検討するために、委員会を開催した。これまでは、安全ガイド

ラインの改訂が委員会活動の主体であったが、国としての安全ガイドラインが整っている段階で改

訂を行ってもすぐに陳腐化してしまうという状況から、活動方針について包括的に検討した。 

 NEDO DRESS / 無人航空機の第二種認証に対応した証明手法の事例検討 WGに参加した。 

 JUAV工業会定例会に参加した。 

 

（6） 表彰委員会（委員長：金井度量衡株式会社 金井利郎） 

JDC表彰を実施するため、以下の活動を行った。 

 表彰委員会の開催 ２回実施（1月、3月）  

 「JDC表彰候補者ご推薦（自薦・他薦）のお願い」の告知（11月） 

 ヒアリング、審査（1月～3月） 

 選定した表彰対象者の理事会報告（3月） 

 

（7） 国際連携委員会（委員長：国立大学法人千葉大学 劉浩） 

 海外のドローン関係機関の動向把握、JDC表彰委員会の活動、大学での研究活動の推進を行った。

特にドローン関連分野の研究推進のため、生物規範ドローン研究開発などに関する学会発表や産

学連携の研究活動を多数実施した。 

 

（8） 産業促進委員会（委員長：株式会社 amuse oneself 冨井隆春） 

各部会の活動を支援した。 

① 防災系部会（部会長：酒井直樹） 

 国際ドローン展/JDC フォーラムにおいて、「防災系セッション」を開催した。当該セッションで

は、国土交通省国土技術政策総合研究所より話題提供頂き、多くの参加者を得た。 

 ぼうさいこくたい 2022（10/23：神戸市）において、「防災分野へのドローン利用の最前線」とい

うタイトルでセッションを企画し、倉敷市、防災科学技術研究所、ｉシステムリサーチおよび

WorldLink& Companyから講演を頂き、好評であった。 

② 農林水産系部会（部会長：井上吉雄） 

 国際ドローン展/JDC フォーラムにおいて、「農業セッション」を開催した。（国研）農研機構およ

び島根大学より農業と林業におけるドローンリモートセンシングの利活用事例と今後の課題に関

する話題提供があった。今後の農林水産分野におけるドローンの利活用と普及に向けて有益なセ

ッションとなった。 

 日本リモートセンシング学会学術講演会において「ドローンの利活用」に関する特別セッション

を共催し、リモートセンシングプラットフォームとしてのドローンの高度利用と普及に関する情

報交換を行った。 

③ 構造物点検ドローン研究会（部会長：三浦浩） 

 SkydioX2 の制御機能の実証と各種機能別点検適応範囲の検討を実際の橋梁やダムにおいて実施し

た。  
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 東三河ドローン・リバー構想推進協議会の「新技術実証実験」に参加し、その結果を成果報告会

で発表した。 

・ 研究会メンバー企業が受託した水管橋の点検に関する業務を通じて、定点撮影計測に関するノウ

ハウを得ることができた。  

④ 物流系部会（部会長：野波健蔵） 

 2022年 12月の改正航空法の施行は、物流分野でのドローン普及に大きな影響を与えることから、

情報収集に努めた。 

⑤ 調査・測量系部会（部会長：下村博之） 

 コロナ禍が継続する中で外部との連携イベントが実施できなかったが、6月に開催された日本測量

協会「測量・地理空間情報イノベーション大会 2022」において Web 上でのポスター展示を行っ

た。  

 12月に開催された「G空間 EXPO2022」において、野波会長に「ドローンの衛星測位と東京湾縦断

飛行および展望」と題した基調講演を実施いただいた。 

 

（9） 地域推進委員会（委員長：伊東事務局長兼務） 

各地域部会の活動を支援した。 

① 北海道地域部会（部会長：国立大学法人北海道大学大学院 田邊龍彦） 

 講演会を企画していたが、登壇関係者のスケジュールが調整できず、実施に至らなかった。 

② 宮城地域部会（部会長：事務局代行） 

 コロナ禍の影響もあり、新任部会長の調整がつかず、活動を実施できなかった。 

③ 福島地域部会（部会長：株式会社北斗測量 五十島文栄） 

 会津若松市総合防災訓練に参加予定であったが、コロナ禍の影響で参加人数制限のため、不参加

となった。 

④ 群馬地域部会（部会長：有限会社タイプエス 設樂 丘） 

 滞在型ドローン練習会（第 6回 JOP）を開催（2022年 8月 31日～9月 2日）した。 

⑤ 茨城地域部会（部会長：株式会社スカイスコープソリューションズ 酒井学雄） 

 「茨城ドローン管理米」栽培＆普及の支援について 10か所のイベントで頒布した。 

  DRONETechドローンテック競技会１回、プレ競技会＆体験会 3回実施を支援した。 

⑥ 首都圏地域部会(部会長：株式会社ファンメディア 樋渡貴春) 

 2023年 3月にインフラ関連セミナーを企画し準備を行ったが、中止となった。 

⑦ 新潟地域部会（部会長：金井度量衡株式会社 金井利郎） 

 出前授業を 2回（6月、9月）実施した。 

 新潟県測量設計業協会講習会（9月、11月）に協力した。 

 新潟県建設業協会講習会（12月）に協力した。 

⑧ 中部地域部会（部会長：三信建材工業株式会社 石田敦則） 

 部会内組織変更：幹事会を解散し事務局が情報発信する体制へと変更した 

 例会・特別講演の実施：3回（5月、5月特別講演、12月例会）東三河ドローン・リバー構想推進協議

会と連携で構造物点検の実証実験等行い、行政関係者を含めて多数の参加があった。 
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⑨ 関西地域部会（部会長：事務局代行） 

 ドローンサミット（9月 1-2日、神戸市）の展示を支援した。 

⑩ 中国・四国地域部会（部会長：国立大学法人徳島大学大学院 三輪昌史） 

 2022年 8月 9-12日 ICIUS2022国際会議を徳島において開催した。 

⑪ 九州地域部会（部会長：株式会社テクノライフ 石神憲一） 

 支部活動を実施できなかった。 

⑫ 沖縄地域部会（部会長：株式会社システム・ビット 喜屋武義人） 

 2022 年 12 月 8 日 第七回沖縄ドローン大会を開催した（於：沖縄産業支援センター、Web）。 

 2023 年 2 月 14 日 沖縄コンベンションビューロー主催のセミナーにて、自治体向けにドローンに関係する

講演を実施した。 

 

（10） スクール事業部（事業部長：株式会社ディック ソリューション エンジニアリング 三浦浩） 

・ 毎月定例会を実施した（12回；技能検定委員会と共同開催）。 

・ 無人航空機管理団体として年間を通じて民間技能認定を推進した。 

・ スクール事業部との連携により、認定スクール向け指導者検定会を 1回実施した。 
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第 2号議案 令和 4 年度 決算報告 
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第 3号議案 令和 5 年度 事業計画 

 

1 総会 

通常総会 2023年 6月 8日 

会  場 学士会館（オンライン開催併用） 

 

2 理事会 

令和 5年度 1回目 2023年 6月 

令和 5年度 2回目 2023年 7月 

令和 5年度 3回目 2023年 9月 

令和 5年度 4回目 2023年 12月 

令和 5年度 5回目 2024年 2月 

令和 5年度 6回目 2024年 4月 

 

3 委員長連絡会議等 

委員長連絡会議は、必要に応じて適宜実施する。 

 

4 委員会活動 

（1） 総務委員会（委員長：株式会社安藤・間 笠博義） 

 運営全般：総務委員会・事務局連絡会議を定期的に開催し、JDCの定常的な運営を事務局と連携

して行う（開催数：12回）。 

 規定類の整備：規定類全体の見直しを行い、規約間の整合性を図るなどして整備を進める（本部

所管規約類全体の体裁の統一化・規約間の整合性の確認完了：12月）。 

 財務：会費の納入状況、収入・支出・収支差額について、定期的に把握し、令和 5年度決算報告

書の作成と令和 6年度予算（案）の作成を行う。また、今後の財政基盤の安定化を目指すため、

会員の増強ならびに受託研究獲得のための活動を継続して実施する。合わせて会費の確実な徴収

を行う（受託獲得：2件、貸倒損失：0件）。 

 広報：メールニュースおよび News＆Topicsの発信を広く呼びかけ、情報発信を行う。ホームー

ジの掲載内容を充実し、定常的に情報更新を行う（News&Topics発信：12回、HP掲載情報の確

認・更新：12回）。 

 イベント：第 9回国際ドローン展を日本能率協会と共催する。第 2回ドローンサミット等のイベ

ントに合わせた PR、情報発信を行う（国際ドローン展を共催、他のイベント参加：2回）。 

 

（2） 事業企画委員会（委員長：株式会社 WorldLink&Company 須田信也） 

 コロナ禍も少し落ち着きをみせているため、国際ドローン展/JDCフォーラム以外にも対面式での

イベントを開催する（費用負担等も考慮したうえで、オンラインでの開催も含めて検討）。 
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（3） 制度設計委員会（委員長：慶應義塾大学 武田圭史） 

 引き続き政府の制度検討の機会に参加し、業界団体としての意見表明等を行う。 

 国際標準化活動国内委員会に参加し、標準化動向に関する情報収集および業界団体としての意見

表明を行う。 

 必要に応じ制度設計委員会を開催し、コンソーシアム会員に対する政府の制度検討状況の情報提

供および意見集約を行う。 

 

（4） 技能検定委員会（委員長：行政書士八角浩史事務所 八角浩史） 

 引き続きスクール事業部と連携し、令和 5 年度も継続する管理団体・講習団体制度における技能

検定制度を推進する。 

 ライセンス制度については管理団体の在り方について継続検討し、配下の講習団体の登録講習機

関への登録を支援する。 

 

（5） 安全推進委員会（委員長：国立大学法人千葉大学 鈴木 智） 

 委員会の開催 月 1回の対面 + オンラインでの開催を目指す。  

 NEDO ReAMo 性能評価に係る WGへ参加する。 

 認証制度にかかる安全基準の分析と啓発活動を実施する。 

 委員会のタイミングでの各分野の安全に関する勉強会を開催する。 

 

（6） 表彰委員会（委員長：金井度量衡株式会社 金井利郎） 

 JDC表彰の発表（総会にて、6月） 

 表彰委員会の開催 2回実施（10月、3月） 

 JDC表彰授賞式、受賞者の講演（国際ドローン展にて、7月） 

 「JDC表彰候補者ご推薦（自薦・他薦）のお願い」の告知（11月） 

 ヒアリング、審査（1月～3月） 

 選定した表彰対象者の理事会報告（3月） 

 

（7） 国際連携委員会（委員長：国立大学法人千葉大学 劉 浩） 

 海外のドローン関係機関の動向把握、JDCの広報活動、特に大学での研究活動の推進を行う。 

 大学でのドローン関連分野の研究推進のため研究集会を企画する。 

 各種ドローン研究技術開発関連情報を収集し、会員に配信する。 

 

（8） 産業促進委員会（委員長：株式会社 amuse oneself 冨井隆春） 

各々の部会活動の活性化に向けて支援を行う。また、新たな利用分野への部会設置の要望を受け

て、適宜、部会を設置する。 

① 防災系部会（部会長：酒井直樹） 

・ 国際ドローン展/JDC フォーラムにおいて、「防災系セッション」を企画し講演を行う。 

・ ぼうさいこくたい 2023において、「防災分野へのドローン利用の最前線」というタイトルでセッ

ションを企画する。 
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② 農林水産系部会（部会長：井上吉雄） 

・ 国際ドローン展/JDC フォーラムにおいて、「農業セッション」を開催、（国研）農研機構からリモ

ートセンシング研究にかかわる最新事例および農水省から現場普及にかかる最新情報を提供す

る。 

・ スマート農林業でのローン利用促進のため、関係分野・機関との情報交換や交流を進める。 

③ 構造物点検ドローン研究会（部会長：三浦浩） 

・ 3D（点群テータの活用（建築・土木）の利活用の検討 

・ 東三河ドローン・リバー構想推進協議会作業省力化 WGを活用したドローンによる点検方法の検討 

・ 水管橋点検手順の確立（Aqua-Bridgeプロジェクトの活動情報の共有） 

・ 非破壊検査機器に関する情報収集 

④ 物流系部会（部会長：野波健蔵） 

 国土交通省が公開した「ドローンを活用した荷物等配送に関するガイドライン Ver.4.0」の内容を

把握し、今後のドローン物流の活動の方向性を検討する。 

⑤ 調査・測量系部会（部会長：下村博之） 

 日本測量協会測量・地理空間情報イノベーション大会 2023（6月）においてポスター展示（対面・

オンライン）を行う。  

 日本測量協会、日本測量調査技術協会などの外部団体と連携したイベントを検討する。 

 

（9） 地域推進委員会（委員長：伊東事務局長兼務） 

地域部会の設立と各地域部会における活動促進を支援する。 

① 北海道地域部会（部会長：国立大学法人北海道大学大学院 田邊龍彦） 

・ 道東（十勝地域）でのドローン講演会を開催する。 

② 宮城地域部会（部会長：調整中） 

・ 部会長を決定し、活動計画を策定する。 

③ 福島地域部会（部会長：株式会社北斗測量 五十島文栄） 

・ 会津若松市総合防災訓練に参加し、災害時を想定したデモ飛行を行う。 

④ 群馬地域部会（部会長：有限会社タイプエス 設樂丘） 

・ 滞在型ドローン練習会（第 7回 JOP：2023年 9月 6日～9月 8日）を開催する。 

⑤ 茨城地域部会（部会長：株式会社スカイスコープソリューションズ 酒井学雄） 

 2022年度に引き続き「茨城ドローン管理米」栽培＆普及の支援を進める。 

 2022年度に引き続き「DRONETechドローンテック競技会・体験会」の協賛・支援等を進める。 

⑥ 首都圏地域部会（部会長：株式会社ファンメディア 樋渡貴春） 

 秋頃に静岡県伊豆連携協定関連とインフラ点検関連のセミナーを開催する。 

⑦ 新潟地域部会（部会長：金井度量衡株式会社 金井利郎） 

 機体登録、免許制度等に関するセミナーへの協力を行う。 

 新潟県測量設計業協会講習会への協力を行う。 

 新潟県建設業協会講習会への協力を行う。 
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⑧ 中部地域部会（部会長：三信建材工業株式会社 石田敦則） 

 令和 4年度部会活動報告・会計報告、令和 5年度事業計画・予算を審議する（実施済み）。 

 例会の実施：4回（5月、7月、11月、2月）、壁面塗料散布、構造物点検などに関する実証実験や

情報提供を行い、デモフライト等も実施する。 

⑨ 関西地域部会（部会長：日本ミクニヤ株式会社 市村康） 

 開催地域の会員状況を把握し、事例紹介などのイベントを実施する。 

⑩ 中国・四国地域部会（部会長：国立大学法人徳島大学大学院 三輪昌史） 

 徳島県で予定されている複数のドローン配送実証実験に参加し、国土交通省への申請手続きや技

術的課題について関係機関と協議し、情報収集を行う。 

⑪ 九州地域部会（部会長：株式会社テクノライフ 石神憲一） 

 部会員のニーズに応じた活動を実施する。 

⑫ 沖縄地域部会（部会長：株式会社システム・ビット 喜屋武義人） 

 ドローン関係講演イベント（12月）開催する。内容と場所については利便性を考慮し、会員企業

とともに検討中。 

 操縦技術向上のためのドローン練習会を開催する。 

 

5 スクール事業部（事業部長：株式会社ディック ソリューション エンジニアリング 三浦浩） 

 引き続き技能検定委員会と連携し、令和 5 年度も管理団体・講習団体制度における技能検定制度を推進

する。 

 ライセンス制度については管理団体の在り方について継続検討し配下の講習団体の登録講習機関への

登録を支援する。 
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第 4号議案 令和 5年度 予算計画 (令和 5 年 4月 1日から令和 6 年 3月 31日まで) 

 

科目 予算 前年度予算額 増減 備考
Ⅰ事業活動収支の部
１．事業活動収入
　(1)会費収入 7,050,000 6,900,000 150,000
　　法人会員 6,900,000 6,900,000 0 法人会員数：217（13法人増）
　　公共会員 150,000 0 150,000 公共会員数：１（4法人増）
　　協力会員 0 0 0 協力会員数：46
　　招聘会員 0 0 0 招聘会員数：7
　　団体会員 0 0 0 団体会員数：0
　　連携団体会員 0 0 0 連携団体会員数：4
　(2)事業収入 7,200,000 8,200,000 △ 1,000,000
スクール事業部 5,700,000 6,200,000 △ 500,000 検定料、認定料

ﾄﾞﾛｰﾝ技能検定業務 5,700,000 6,000,000 △ 300,000
開校関連業務 0 200,000 △ 200,000

　　資料等販売 0 0 0 　
　　調査研究受託 1,500,000 2,000,000 △ 500,000 ﾜｰﾙﾄﾞﾄﾞﾛｰﾝｺﾝﾍﾟ、東京湾横断PJ
　　JDCフォーラム 0 0 0 第9回国際ドローン展と同時開催
　(3)その他収入 100 100 0
　　受取利息 100 100 0
　　雑収入 0 0 0
事業活動収入計 14,250,100 15,100,100 △ 850,000
2.事業活動支出
　(1)事業活動支出 8,050,000 8,650,000 △ 600,000

　　総務委員会 1,150,000 1,130,000 20,000 受託研究研究運営費を含む

　　制度設計委員会 20,000 20,000 0
　　技能検定委員会 20,000 50,000 △ 30,000 指導員講習会
　　安全推進委員会 20,000 50,000 △ 30,000 JUAV工業会費は諸会費に変更
　　国際連携委員会 20,000 20,000 0 UVS参加は見送り

　　表 彰 委 員 会 280,000 100,000 180,000 表彰状、縦、記念講演交通費

　　事業企画委員会 200,000 550,000 △ 350,000 JDCフォーラム運営費280,000円含む

　　産業促進委員会 150,000 200,000 △ 50,000
　　地域推進委員会 590,000 830,000 △ 240,000
スクール事業部 5,600,000 5,700,000 △ 100,000

ﾄﾞﾛｰﾝ技能検定業務 4,600,000 4,500,000 100,000 検定外注・認定書発行費
　　　　　運営費 1,000,000 1,200,000 △ 200,000
　(2)管理費支出 5,995,000 6,404,000 △ 409,000
　　人件費 3,700,000 3,800,000 △ 100,000 雑給・福利厚生費・顧問委託料
　　会議費 10,000 30,000 △ 20,000 　
　　旅費交通費 120,000 170,000 △ 50,000 事務局員交通費、理事会旅費
　　通信費 150,000 200,000 △ 50,000 ﾒｰﾙｻｰﾊﾞ,電話,FAX
　　消耗品費 350,000 350,000 0 ﾄﾅ ,ーｺﾋﾟｰ用紙,事務局ﾊﾟｿｺﾝ更新
　　修繕費 10,000 20,000 △ 10,000 　
　　減価償却費 0 0 0
　　管理諸費 1,455,000 1,280,000 175,000

諸会費 100,000 100,000 0 JUAV工業会年会費
支払手数料 500,000 400,000 100,000

リース料 45,000 60,000 △ 15,000 PC、複合機
広告宣伝費 0 0 0
光熱水料費 80,000 50,000 30,000

賃借料 730,000 670,000 60,000 事務局賃貸費用等
　　租税公課 200,000 554,000 △ 354,000 法人税、消費税

　　雑費 0 0 0
事業活動支出計 14,045,000 15,054,000 △ 1,009,000
事業活動収支差額 205,100 46,100 159,000
Ⅱ予備費支出 　
　前期繰越収支差額 6,056,853 6,010,753 46,100
　次期繰越収支差額 6,261,953 6,056,853 205,100
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参考：地域推進委員会 内訳 

 

 

 

 

部　会　名 予　　算 前年度予算額 増　　減 備考

地域推進委員会 590,000 830,000 △ 240,000
　北海道地域部会 100,000 100,000 0
　宮城地域部会 0 30,000 △ 30,000 部会長調整中
　福島地域部会 50,000 30,000 20,000
　新潟地域部会 20,000 50,000 △ 30,000
　群馬地域部会 20,000 30,000 △ 10,000
　茨城地域部会 20,000 30,000 △ 10,000
　首都圏地域部会 20,000 30,000 △ 10,000
　中部地域部会 120,000 100,000 20,000
　大阪・関西地域部会 0 30,000 △ 30,000
　中国・四国地域部会 20,000 100,000 △ 80,000
　九州地域部会 20,000 100,000 △ 80,000
　沖縄地域部会 150,000 150,000 0
　予備費 50,000 50,000 0 新規設立部会費用等
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第 5号議案 令和 5年度 役員候補（案） 

 

理事 石田 敦則 三信建材工業株式会社  

理事 伊東 明彦 一般社団法人もりや循環型農食健協議会  

理事 岩田 拡也 国立研究開発法人産業技術総合研究所  

理事 笠  博義 株式会社安藤・間  

理事 金井 利郎 金井度量衡株式会社  

理事 酒井 直樹 国立研究開発法人防災科学技術研究所  

理事 下村 博之 株式会社パスコ  

理事 鈴木 智 国立大学法人千葉大学  

理事 須田 信也 株式会社 WorldLink&Company  

理事 田上 敏也 株式会社ツバサ・フロンティア  

理事 武田 圭史 慶応義塾大学  

理事 多田隈 建二郎*1 国立大学法人東北大学大学院  

理事 舘 良太*1 JSD 株式会社  

理事 戸澤 洋二 一般社団法人日本ドローン無線協会  

理事 野波 健蔵 一般財団法人先端ロボティクス財団  

理事 八角 浩史 行政書士八角浩史事務所  

理事 三浦 浩 株式会社ディックソリューションエンジニアリング  

理事 三輪 昌史 国立大学法人徳島大学大学院  

理事 山下 敏明 日本電気株式会社  

監事 木下 研作 株式会社サイバー創研  

監事 公文 誠*1 国立大学法人熊本大学大学院  

※1：新役員 

 

参考：顧問 

 

 

 

 

 氏名 内容 

顧問 和田 昭久 安全ガイドライン支援・制度設計支援  


